
１．はじめに

　日本地図を眺めてみると、都市の位置する場所

と都市の規模には、ある一定の傾向性があるよう

に見える。たとえば札幌・福岡は東京からみると

反対の方向に位置するが、ほぼ等距離であり規模

も似ている。また、それより少し規模の小さい仙

台は東京・札幌間、広島は大阪・福岡間に位置す

る。さらにそれらの似た規模の都市の間には、山

口や盛岡など、より規模の小さい都市が位置して

いる。都市の規模と都市の空間的配置には、何ら

かの規則性があるのではなかろうか。

　都市規模が成長するもっとも中心的な要因は、

経済活動によるものであろう。この点でよく指摘

されるのは、地域特化の経済である。経済的生産

活動は規模の経済があるために、特定の生産活動

がある地域に集まることで地域特化の経済が生ま

れ、ますます経済活動の集積が進んで都市が形成

される。さらに、集積が進むことによって、地域

特化の経済とは別に多様化の経済が生じ、さらな

る集積が進み大都市が生まれることとなる。

　このような地域特化、多様化の経済は、その都

市内部で発生する集積力である。しかし、都市は

それとは別に、都市外部からの影響（他都市から

の影響）も大きく受けるであろう。現代社会では

各都市は互いに密接にかかわりあいながら相互に

依存しており、他都市からの影響を無視すること

はできない。日本の中にもさまざまな都市がある

が、それぞれの都市がある一定の機能を果たしな

がら、それらが相互に影響を与えあって全体とし

てひとつの都市間構造を形成しているといえよう。

すなわち、あるひとつの都市の集積状況について
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考えると、その都市内部の内生的な集積力と、そ

の都市の外部からの外生的な影響力が組み合わさ

れて現在の集積状況が実現し、それが現在の都市

規模であるといえる。

　この外生的な影響力のひとつとして、都市間交

流・アクセスの阻害要因が考えられる。その阻害

要因を端的に示すのは「距離」であろう。つまり、

距離は影響力の阻害要因となるため、都市間の距

離が近ければ互いの影響力は大きいであろうし、

遠ければ一般的には影響力が小さいであろう。こ

のことから、都市規模の決定には都市間の距離が

関係していると推察できる。

　これまでにも、都市の立地や規模の分布について

の研究は数多く行われ、距離との関連が指摘されて

いる。そのなかでよく取り上げられるのがクリスタ

ラーの中心地理論である。クリスタラーは、財の

到達範囲が財によって違うことから中心地の階層性

ができることを理論的に示した。そして、財の到達

範囲は、中心地点の人口や他の中心地からの経済距

離の遠近などによって規定される、としている１）。

　他方、Harris-Dobkins and Ioannidesは、米国の
１９００年から１９９０年のデータによって都市間の空間

的相互作用を検証している。それによると距離が

都市規模や都市成長の重要な決定要因と常にいえ

るわけではない、としている２）。

　しかしながら、国によって地理的、制度的条件

が違うので、都市間距離と都市規模の関係が米国

と日本では違うかもしれない。藤本（２００３）は、

日本では行政組織の地理的配置に都市階層性がみ

られ、空間的権限配分が集権的であり、企業もそ

れに牽引されて立地する傾向がみられるが、分権

型国家の米国では、行政組織の配置とは別個に企

業の諸部門が配置されている、としている３）。

　そこで本稿では、都市の空間的配置の規則性に

ついて、都市規模と都市間距離を明示的な変数と

して実証を試みる。

２．データについて

盧　都市および都市規模の定義
　都市の定義にはさまざまな方法があるが、通常

考えられるのは行政上の単位である「市」を都市

として扱う方法である。日本の公式な統計データ

も行政区画単位で集計されている。しかし、現実

の経済活動は行政単位に限られるわけではなく、

都市集積の地理的範囲を単一の行政区画で区切る

ことは適切ではないであろう。そこで本稿では

DID と市町村間の通勤率を基準とした「都市雇用
圏」４）（以下都市圏）を都市の定義として採用する。

この DID と通勤率による定義は、都市経済学でよ
く使われるアロンゾ型モデルの、「都市住民はすべて

中心業務地区で働き、そこへ通勤する」という仮

定５）とも整合し、現実の都市の空間的拡がり（日

常生活圏）とも符合する。この定義は行政区画より

も、本稿のような分析には有用であるといえよう。

　都市集積の大きさを表す都市規模についても、

その指標は人口、面積、従業者数、所得などさま

ざまに考えられるが、本稿では人口（２０００年国勢

調査の常住地人口）を採用する６）。人口はデータ

としても入手しやすく、信頼性も高い。また、都

市規模の指標として一般的にも認められているで

あろう７）。

盪　都市間距離
　一般的に自都市と他都市の関係の強さを考える

場合、距離の遠近によって関係の強さに影響があ

るとともに、相手の規模によっても関係の強さが

変わるであろう。距離が近いほど、また規模が大

きいほど相互に関係が深いと考えるのは自然であ

ろう。また、日本の都市間構造にクリスタラーが

いうような階層的な関係があるとすれば、いずれ

の都市も東京やいわゆるブロック中枢都市からも

何らかの影響を受けていると考えられる。

　そこで、都市圏間の距離として３種類を定義す

る。まず第１に、「自都市圏より規模の大きい都市

圏のうち、もっとも距離の近い都市圏」（直近大都

市圏）を設定し、そこまでの距離を直近大都市圏

距離とする。直近大都市圏は自都市圏にとって都
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１） クリスタラー・W（江沢譲爾訳）（１９６９）１３２頁
２） Harris-Dobkins and Ioannides（２００１）７２５頁
３） 藤本典嗣（２００３）

４） 金本良嗣・徳岡一幸（２００１）
５） 佐々木公明・文世一（２０００）第４章１節
６） データは http://www.e.u-tokyo.ac.jp/~kanemoto/ 

MEA/mea.htm より引用した。そこでは、アロンゾ型
モデルを念頭に置くならば昼間人口が望ましいであろ
うが、都市圏の設定基準が DID と通勤率であるため、
常住地人口をベースとしている。
７） 吉村弘（１９９４）３５頁



市間競争の直接的な相手とも考えられ、競争相手

との遠近を表すことにもなる。本稿では、直近大

都市圏距離が都市間の距離について考察する際の

中心となる。第２の都市圏間距離として「中枢都

市圏（札幌、仙台、東京、名古屋、大阪、広島、

福岡の７都市圏８））のうち、自都市圏からもっと

も距離の近い都市圏」（直近中枢都市圏）までの距

離（直近中枢都市圏距離）９）を設定し、第３の都

市圏間距離として東京都市圏までの距離（東京都

市圏距離）もあわせ考察する。

　また、距離の測り方についても直線距離、道路

距離やそれらの時間距離、さらには費用距離など

さまざま考えられるが、本稿では鉄道距離１０）を採

用し、都市圏の中心都市の中心駅の間の距離とす

る１１）。鉄道距離を採用したのは、計測にあたって

恣意性が入らないこと、日本ではほぼ全国的に鉄

道網が整備され、都市間の移動に鉄道を使用する

のが一般的であること、鉄道路線と地形的な条件

は関連が深く、ヒト、モノの移動との関連が深い

と思われること、を考慮したためである１２）。

蘯　サンプル数
　上記（１）の定義によれば、日本には２０００年に

おいて２６９の都市圏が存在する１３）。このうち、中心

都市に鉄道駅のない２０都市圏１４）はサンプルから除

いた。そのため、距離の計測は、２４９都市圏につい

て行い、これらの都市圏について考察を行う。ま

た、東京都市圏は日本でもっとも規模が大きい都

市圏であり、定義により直近大都市圏が存在しな

いため、分析を行う際のサンプル数は２４８となる。

３．直近大都市圏と都市圏の階層性

　クリスタラーの中心地理論によると、各都市は最

上位の都市から下位の都市まで整然と階層に分け

られ、下位の都市はただひとつの上位都市にのみ

従うこととなる１５）。日本の都市間の関係をみても、

行政機関の配置には東京・ブロック中枢都市・県庁

所在地といった階層性がみられ、企業の事業所網に

ついてもクリスタラー型結合が形成されている１６）。

　ところで、前節で定義した直近大都市圏は、各

都市圏についてひとつずつ定めることができる。

これを順に結ぶと、上位になるほど規模が大きく

なるような階層性を形成することができる。当然

もっとも規模の大きい東京都市圏が最上位になる。

このようにして作成したのが図１である１７）。この
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８） ここであげている中枢都市圏については、なぜこの
７都市圏かということを別に検討することが、本来は
必要であろう。しかし本稿では、東京、大阪、名古屋
を３大都市圏、札幌、仙台、広島、福岡の４都市圏を
ブロック中枢都市圏とすることに一般的な合意は一応
あるものとして、この７都市圏を中枢都市圏として考
察をすすめる。
９） 中枢都市圏の直近中枢都市圏距離については、定義
からはゼロとなるが「中枢都市圏からもっとも近い都市
圏までの距離の１/２」とした。距離を移動の障害とな
るものと考えれば、同一都市圏内での移動も障害はゼロ
ではない。そこで、このように仮定したものである。

１０） 駅間の最短距離であり、路線、便数、所要時間など
を考慮していない。

１１） パソコンソフト「えきすぱあと２００３/０３/０１版」（株
式会社ヴァル研究所）を使用して計測。また本稿で採
用した都市圏は中心都市が２つ以上ある場合があるが、
そのときはもっとも人口の多い中心都市の中心駅とした。

１２） たとえば、時間や費用距離は計測に恣意性が入る余
地が大きく、直線距離は地形がまったく考慮されない。
また道路は、町村道まで含めると、地形を問わずほぼ
全国くまなく整備されており、鉄道より地形的な条件
との関連が薄い。時間・費用距離については今後の検
討課題としたい。

１３） 金本良嗣・徳岡一幸（２００１）では大都市雇用圏と小
都市雇用圏を区別してあるが、本稿の都市圏は両雇用
圏を含む。

１４） 紋別、岩内、つくば、波崎、大田原、輪島、洲本、
因島、大川、本渡、山鹿、鹿屋、福江、名瀬、那覇、
沖縄、平良、石垣、名護、読谷

１５） 山田浩之編（２００２）第８章１節
１６） 西原純（１９９１）２０頁
１７） 松山の直近大都市圏ついて、定義を厳密に適用する
と高松となるが、例外的に航路距離を適用し広島とし
た。それは、第１に四国は本州とつながる鉄道が JR
瀬戸大橋線のみであること、第２に、松山・広島間は
航路が発達し、便数・所要時間・料金とも鉄道の松
山・高松間より有利なこと、第３に広島の都市圏規模
が高松の約２．４倍あることを考慮したためである。

参考表　都市間の移動

松山・高松間交通機関松山・広島間交通機関項　目

１７特急列車
１０フェリー便　　数

（片道） １６高 速 船

２時間３０分特急列車
２時間４０分フェリー

所要時間
１時間０８分高 速 船

６０１０円特急列車
２５００円フェリー

料　　金
５８００円高 速 船

１９４．４�鉄 道８１．９�航 路距　　離
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図１　都市圏の規模と距離による階層構造



図によれば、日本の都市圏が東京都市圏を第１階

層として、１０の階層であらわされている。

　われわれは日本の都市について、３大都市―ブ

ロック中枢都市―県庁所在都市等―地方中小都市

といった都市の階層性があり、各都市は距離的に

近い上位階層都市へつながる、とのおおまかなイ

メージをもっているであろうが、図１の階層構造

はそれと重なる点も多いのではなかろうか１８）。直

近大都市圏は、都市圏の規模（自都市圏より規模

が大きい）と、都市圏間の距離（自都市圏から

もっとも近い）の２つの条件のみを満たす単純な

定義によるものである。現実の都市圏の階層構造

はきわめて複雑な要因で形成されていると考えら

れるが、このような単純な定義でも図１のように

われわれのイメージに近い階層構造が得られる。

それゆえ、直近大都市圏の概念は都市の階層性を

表すために有効であるといえよう。

　また、図２によると、図１の階層ごとの都市圏

数は第１階層で最も少なく、第２・第３と階層が

低くなるにつれて増加している。そして第５階層

を頂点にその後は階層が低くなるにつれて都市圏

数は減少する。また増加と減少の程度にも規則性

がある。このことは、都市圏規模と都市圏間距離

の関連性について何かを示唆しているように思わ

れるが、その考察は今後の課題である。

４．ランク・ディスタンスルールの存在

　一国のなかの都市規模の分布については多数の

実証研究がなされているが、そのひとつにラン

ク・サイズルールがある。これは、一国の中で２

番目に大きい都市は、１番規模の大きい都市の半

分の規模を有し、３番目に大きい都市は１番の都

市の３分の１の規模を有す、という傾向であり、

それは多くの国に当てはまる。この関係を式で表

すと、

R = AS-b

R：都市規模順位、A：定数、S：都市規模、
b：順位の規模弾力性

となり、各国のデータについて検証すると b がほ
ぼ一定であること（順位の規模弾力性の一定性）

が指摘されている。ここで特に b が１となる場合
がランク・サイズルールを意味する。日本におい

ても順位の規模弾力性はほぼ一定であり、とくに

都市を経済的単位で定義すると１に近い値とな

る１９）。

　この順位と規模の関係を、距離におきかえると

どのようになるであろうか。

　そこで順位の距離弾力性の一定性、あるいは、

規模についてのランク・サイズルールと同様に、

距離についての規則性を検討するために、次式を

考える。

Rd = CD-e ……�

Rd：直近大都市圏距離順位２０）、C：定数、
D：直近大都市圏距離、e：順位の距離弾力性

　�式の両辺の対数をとると、

log Rd = log C - e log D
となり、ここで log Rd = y、log D = x、log C = a
とおくと、

y = - ex + a……�
で表される。

　�式に、本稿で設定した直近大都市圏距離の

データを当てはめ、回帰分析を行った結果が表１

および図３、図４である。

　回帰式の決定係数２１）は、全都市圏をサンプルに

した場合で０．８８６１、直近大都市圏距離が遠い順に

上位半分のサンプル（１２４サンプル）をとった場合、
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図２　階層別都市圏数

１８） ただし、大阪―名古屋、福岡―広島など、イメージ
に合わない階層関係も認められる。この点は東に位置
する東京の存在の大きさを推察させる。

１９） 吉村弘（１９９５）３７頁
２０） 直近大都市圏距離が遠い順の順位。１位札幌、２位
福岡、３位大阪で、それぞれの直近大都市圏は東京、
大阪、東京である。

２１） 自由度修正済。以下、本稿で使用する決定係数はす
べて自由度修正済である。



０．９９３２と大変高い値である。直近大都市圏距離に

ついて、その「順位の距離弾力性の一定性」が成

立するといえよう。また e の値も、全都市圏サン
プルで１．０４３３であり、距離上位１２４都市圏で１．５１３２

である。とりわけ全サンプルについては、「順位の

距離弾力性はほぼ１」であり、直近大都市圏距離

とその順位にはランク・ディスタンスルールとも

いうべき規則性がみられるといえよう。

　このランク・ディスタンスルールもランク・サ

イズルールも、その背景には都市の階層性と空間

構造が関連していることが予想される。しかしそ

の理論的背景について、ランク・サイズルールは、

「都市規模分布の規則性は本当に難問であり、都市

規模に対する我々のアプローチも、また別のもっ

ともらしいほとんどのアプローチもこれに答えら

れない２２）」段階である。ここで指摘したランク・

ディスタンスルールについても、理論的背景につ

いては説明をなしえておらず、この点は他国や新

幹線開通以前の日本での適合性とともに、今後の

研究課題としたい２３）。

５．都市圏規模と都市圏間距離の関係

　前節までに、都市圏の階層性と都市圏間の空間

構造について、直近大都市圏距離の重要性を指摘

した。それでは都市圏規模と都市圏間距離には、

具体的にどのような関係があるのであろうか。こ

こでは、自都市圏規模２４）を、直近大都市圏距離・

直近中枢都市圏距離・東京都市圏距離およびそれ
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図４　直近大都市圏距離順位と直近大都市圏距離
距離上位１２４都市圏

表１　直近大都市圏距離順位と直近大都市圏距離

サンプル数Ｆ値R２
t 値係数の値

サ ン プ ル
aeae

２４８◎ １９２３．１４０．８８６１◎ ９１．９７◎ －４３．８５ ８．４５８３１．０４３３全 都 市 圏

１２４◎１７９６６．１７０．９９３２◎２０８．９６◎－１３４．０４１０．５４９１１．５１３２距離上位都市圏

回帰式　y = -ex + a （y：直近大都市圏距離順位の対数値、x：直近大都市圏距離の対数値）
R２ は自由度修正済決定係数
t 値および F 値の右の◎記号は、回帰係数および回帰式が、有意水準０．０１で有意を示す。

図３　直近大都市圏距離順位と直近大都市圏距離
２４８都市圏

２２） 藤田昌久、P・クルーグマン、A・J・ベナブルズ
（小出博之訳）（２０００）２１９頁

２３） 理論的背景については、たとえば重力モデルの応用
などが考えられるであろう。また、過去の国土計画に
都市間の相互距離との考え方があったように、政策へ
の応用可能性も検討できるであろう。

２４） 以下、被説明変数としての都市圏規模は自都市圏規
模と表記する。



らの都市圏規模で説明することを試みる２５）。

　各距離および規模については、都市圏の階層性

における上位階層からの影響力の強さを表すこと

を想定している。つまり、距離が遠ければ影響力

を及ぼすのに障壁が高く、近ければ障壁は低いと

いえよう。また、直近大都市圏・直近中枢都市

圏・東京都市圏の規模も影響力の大きさを左右す

るであろう。規模が大きければそこから受ける影

響は大きく、規模が小さければそこから受ける影

響力も小さいと考えるのは自然である２６）。

　以上より、次式を考える。

Sm = KDna Snb Dcg Scd Dt e Stz　……�

Sm：自都市圏規模、K：定数、Dn：直近大都
市圏距離、Sn：直近大都市圏規模、Dc：直近
中枢都市圏距離、Sc：直近中枢都市圏規模、
Dt：東京都市圏距離、St：東京都市圏規模、
a ～ z：係数

�式の両辺の対数をとると、次式をえる。

Y = A + a DN +b SN + g DC + d SC
　　+ e DT + z ST　……�
　ただし、log Sm = Y、log K = A、

log Dn = DN、log Sn = SN、log Dc = DC、
log Sc = SC、log Dt = DT、log St = ST

　この�式に上記のデータを当てはめ、重回帰分

析を行った結果は表２のとおりである。

（１）説明変数が距離のみの場合
　まず、自都市圏規模を都市圏間距離のみで説明

することを試みる。

ａ）説明変数が DN（直近大都市圏距離）のみ
（表２（１行））

　回帰式の決定係数は０．２０４８と決して高いとは

いえないが、F値は６４．６０であり、有意水準０．０１
で十分有意である。また、定数項・係数とも t
値について有意水準０．０１で十分有意である。自

都市圏規模と DN は密接な関係があるといえる。

ｂ）説明変数が DN、DC（直近中枢都市圏距
離）、DT（東京都市圏距離）（表２（２行））

　DC、DT を説明変数に追加する。
　そうすれば、回帰式の決定係数が０．３６４５と少

し上がる。F 値は４８．２３と少し下がるが、有意水
準０．０１で十分有意である。また、定数項・各係

数ともｔ値について有意水準０．０１で十分有意で

ある。

　各係数の符号については、a がプラス、g、e
がマイナスである。直近大都市圏から遠いほど

自都市圏規模が大きく、直近中枢都市圏や東京

都市圏から遠いほど規模は小さい傾向がみられ

る。

　また、データを基準化した係数値をみると、

自都市圏規模は DN と最も関係が深く、DC、
DT の順で関係が弱くなる。
　これらの係数値に関する傾向性は、直観的に

も理解できることであり、自都市圏規模につい

て、都市圏間の距離で説明することが可能であ

るといえる。

（２）説明変数に規模も追加した場合
　次に、自都市圏への影響力の大きさに関係する

と思われる都市圏規模も考慮に入れてみよう。

ａ）説明変数が SN（直近大都市圏規模）のみ
（表２（３行））

　まず準備として、SN のみを説明変数とする。
　この場合には、回帰式の決定係数は０.４９１８で
あり、表２（１行）・表２（２行）より説明力が

高い。また、F値、t値とも大変高く、直近大都
市圏規模が自都市圏規模に大きく関係している

ことが予想できる。

ｂ）説明変数が DN、SN（表２（４行））
　回帰式の決定係数が０．５０１０と表２（１行）よ

り説明力が高く、F 値も表２（１行）より高い。
DN の係数である a の t 値がやや小さいが、有
意水準０.０２では有意である。やはり、距離のみ
でなく規模も自都市圏規模に関係があるといえ

る。

ｃ）説明変数が DN、DC、DT、SN、SC（直近
中枢都市圏規模）、ST（東京都市圏規模）
（表２（５行））

　ここまで使用した説明変数に、SC、ST も追
加し、３つの都市圏の規模と、３つの都市圏間

距離のすべてを説明変数とする。
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２５） 直近中枢都市圏については図１の階層構造に合わせ
て設定する可能性もあるが、図１は直近大都市圏の概
念の重要性を強調するものであるため、ここでは脚注
８で述べたように７都市圏を採用した。

２６） 特に直近大都市圏間距離・直近大都市圏規模につい
ては、都市間競争の直接の競争相手からの影響力の強
さを表すともいえよう。



― ―10
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２４
８

◎
�６
４
．６
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．０
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　その結果、決定係数０．５１６９であり、F 値も有
意水準０．０１で十分有意である。しかし、STの係
数である z の t 値が０．００であり、ST は説明変
数として有意とはいえない。

ｄ）説明変数が DN、DC、DT、SN、SC（表２
（６行））

　上記ｃ）から ST を削除する。
　そうすれば、決定係数、F 値ともわずかに上
昇するが、SC の係数である d の t 値が－０．７０
と有意水準０．１でも有意でない。

ｅ）説明変数が DN、DC、DT、SN（表２（７
行））

　上記ｄ）から SC も削除する。
　そうすれば、回帰式の決定係数が０．５１９９と、

説明力はまずまずである。また F 値も６７．８６と
有意水準０．０１で十分有意である。また、決定係

数、F 値とも、表２（５行）（６行）、さらに表
２（２行）より高くなっている。DT の係数値
である e の t値がやや小さいが、有意水準０．１で
は十分有意である。

　各係数の符号については、直近大都市圏につ

いて a、b ともプラスである。直近大都市圏か
ら遠いほど自都市圏規模は大きく、直近大都市

圏規模が大きいほど自都市圏規模が大きい。こ

のことは、直近大都市圏に対しては、距離に関

して競合関係にあり、他方、規模に関しては補

完関係にあることを意味する。また、直近中枢

都市圏、東京都市圏について g、e ともマイナ
スである。直近中枢都市圏や東京都市圏から遠

いほど自都市圏規模は小さい傾向がみられ、直

近中枢都市圏や東京都市圏とは距離に関して補

完関係にあるといえる。

　また、データを基準化した係数値をみると、

自都市圏規模は SN から最も影響を受け、DN、
DC、DT の順で影響が弱まることが分かる。

　以上の結果は、われわれの直観的イメージと符

合すると思われる。自都市からみて都市間競争の

直接かつ強力な相手（直近大都市圏）が近ければ、

そこへの吸引力が強いため自都市規模の成長は抑

制されがちである。しかし、全国的にみて広域的

高次都市機能をもつ、中心性の高い都市（直近中

枢都市圏、東京都市圏）が近ければ、そこからの

スピルオーバーにより、自都市の規模にプラスの

影響があるかもしれない。また、直近大都市の規

模が大きければ、そこからのスピルオーバーによ

り自都市の規模も大きくなると考えられる。

　すなわち、自都市圏規模は、都市圏間距離（DN、
DC、DT）と直近大都市圏規模（SN）によって有
意に説明できるといえる２７）。

６．ま と め

　本稿は、都市の空間的配置の規則性を探るため、

都市圏規模と都市圏間距離の関係について考察を

行った。考察には「直近大都市圏」の概念を中心

的に使用したが、その結果、以下の３点が明らか

になった。

�　日本の都市圏のおおまかな階層構造を、直

近大都市圏を結ぶことで表すことができる。

�　直近大都市圏距離とその順位には、ラン

ク・ディスタンスルールというべき規則性が

ある。

�　自都市圏規模は、都市圏間距離と直近大都

市圏規模によって規定される。そして第１に、

自都市圏と直近大都市圏は、距離に関して競

合関係にあり、規模に関して補完関係にある。

そのため、直近大都市圏からの距離が離れる

ほど自都市圏規模が大きい。また、直近大都

市圏の規模が大きいほど自都市圏規模も大き

い。自都市圏にとって直近大都市圏は、都市

圏間競争の直接の競争相手である。しかし同

時に、都市圏の階層構造から見れば、上下の

補完関係にあると考えられる。

　第２に、自都市圏と直近中枢都市圏および

東京都市圏は、距離に関して補完関係にある。

そのため、これら都市圏からの距離が離れる

ほど自都市圏規模が小さい。

　以上より、都市の空間的配置に対して規模と距

離が重要な規定要因であることがわかる。もしそ

うであれば、交通機関の発達による時間距離の変

化、IT の発達による距離概念の変化などが、都市
の空間的配置を変えることになろう。

　なお本稿は、現在のデータに基づいて実証を行
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２７） 各係数の符号については、説明変数の数にかかわら
ず、a、b がプラス、g、e がマイナスである。（表２
参照） 



い、その結果得られるファクトファインディング

を示したものであるが、その理論的な説明は十分

なしえていない。それを行うためには、都市規模

や距離などを明示的に示した地域経済モデルを構

築し、その計量分析を進める必要があろう。この

点は今後の課題としたい。
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Abstract

　We can point out some tendencies of city location in Japan at a glance.　Moreover, there are many lit-
eratures of the location and size distribution of cities.
  We try to examine some tendencies of structure of cities in view of the city size and the inter-city dis-
tance based on Japanese date.　We define “nearest larger city” (NLC: the nearest city among ones which 
are larger than the size of own city).　Then we have three results.
　(1)　We can indicate the structure of city hierarchy in Japan by linking NLCs.
　(2)　We can show the relationship between the distance from NLC and its rank as “rank-distance rule”.
　(3) The size of a city is specified by the inter-city distance and the size of NLC.　A city is competitive 

in view of the inter-city distance between own city and its NLC, on the other hand, is complemen-
tary in view of the city size of NLC.　Furthermore, a city is complementary in view of the inter-city 
distance between own city and its “nearest block-center city” or Tokyo.
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